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研究機関名：国立大学法人京都大学  

 

競争的研究費の直接経費からの研究代表者(PI)の人件費支出に係る 

活用実績報告書（令和６年度） 

 

１．実施状況 

①事業名 

②直接経費

から人件費

を 支 出 し

た、所属 PI

の人数（人） 

③所属するPIについ

て、直接経費から支

出した人件費の総額

（円） 

④所属する PIについて、

直接経費から人件費を

支出したことにより確

保した財源の総額（円） 

カーボンリサイクル・次世代火

力発電の技術開発事業・NEDO 

2人 1,990,882 円 1,990,882 円 

グリーンイノベーション基金事

業・NEDO 

4人 5,885,459 円 5,885,459 円 

ゲノム研究を創薬等出口に繋げ

る研究開発プログラム・AMED 

1人 1,860,000 円 1,860,000 円 

ムーンショット型研究開発事

業・JST 

8人 14,894,555 円 14,894,555 円 

ワクチン・新規モダリティ研究

開発事業・AMED 

1人 1,000,000 円 1,000,000 円 

ワクチン開発のための世界トッ

プレベル研究開発拠点の形成事

業・AMED 

2人 5,160,000 円 5,160,000 円 

医療分野国際科学技術共同研究

開発推進事業・AMED 

2人 1,936,277 円 1,936,277 円 

革新的がん医療実用化研究事

業・AMED 

3人 3,140,000 円 3,140,000 円 

革新的医療技術研究開発推進事

業(産学官共同型)・AMED 

1人 1,500,000 円 1,500,000 円 

環境研究総合推進費・ERCA 2人 2,438,461 円 2,438,461 円 

肝炎等克服緊急対策研究事業公

募・AMED 

1人 1,800,000 円 1,800,000 円 

経済安全保障重要技術育成プロ

グラム（K Program）・NEDO 

1人 2,500,000 円 2,500,000 円 

健康・医療分野におけるムーン

ショット型研究開発等事業・

AMED 

3人 5,200,000 円 5,200,000 円 
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研究成果展開事業・JST 3人 3,785,844 円 3,785,844 円 

国家課題対応型研究開発推進事

業・AMED 

14人 21,396,337 円 21,396,337 円 

次世代がん医療加速化研究事

業・AMED 

3人 2,220,000 円 2,220,000 円 

新興・再興感染症に対する革新

的医薬品等開発推進研究事業・

AMED 

2人 1,610,000 円 1,610,000 円 

新興・再興感染症研究基盤創生

事業・AMED 

3人 2,900,000 円 2,900,000 円 

人と共に進化する次世代人工知

能に関する技術開発事業・NEDO 

1人 2,060,000 円 2,060,000 円 

先端国際共同研究推進事業／プ

ログラム・JST 

4人 6,170,000 円 6,170,000 円 

戦略的イノベーション創造プロ

グラム（SIP)・NEDO 

1人 600,000 円 600,000 円 

戦略的スマート農業技術等の開

発・改良・生研支援センター 

2人 548,758 円 548,758 円 

戦略的創造研究推進事業・AMED 8人 16,540,000 円 16,540,000 円 

戦略的創造研究推進事業・JST 33人 65,408,613 円 65,408,613 円 

創発的研究支援事業・JST 16人 10,500,000 円 10,500,000 円 

創薬ベンチャーエコシステム強

化事業・AMED 

2人 1,680,000 円 1,680,000 円 

太陽光発電主力電源化推進技術

開発事業・NEDO 

1人 800,000 円 800,000 円 

大学発新産業創出基金事業・

JST 

1人 270,000 円 270,000 円 

電気自動車用革新型蓄電池技術

開発事業・NEDO 

1人 4,000,000 円 4,000,000 円 

燃料電池等利用の飛躍的拡大に

向けた共通課題解決型産学官連

携研究開発事業・NEDO 

1人 1,500,000 円 1,500,000 円 

未来社会創造事業・JST 2人 5,860,000 円 5,860,000 円 

合計 129人 197,155,186 円 197,155,186 円 
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２．確保した財源の使途、具体的な活用内容、効果等 

直接経費から人件費として支出することで確保された財源を活用し、研究者の処遇改善

及び当該研究の応用にかかる研究費等として配分することで、当該研究者の継続的な挑

戦を支援することにより、研究成果のさらなる発展に寄与した。 

 

 

３．策定した活用方針や活用実績を公表している研究機関のホームページ等の URL を

記載してください。なお、各研究機関における研究力向上に向けた実施事例につい

ては、好事例として政府のホームページでも公表させていただく場合があります。 

https://www.kyoto-u.ac.jp/ja/research/activity/efforts/pi 


